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★　意外な相関関係から見えてくる世界経済の現状

図1は、日本株（日経平均）と豪ドル・円、図2は、中国のＣＰＩ（消費者物価）上昇率と豪ドル・円の相関性について示し

たグラフである。２つのグラフから、「日本株が上昇する時、豪ドルが対円で上昇する傾向がある」こと、及び「中国の

物価上昇率が加速する時、豪ドルが対円で上昇する傾向がある」ことが読み取れるであろう。

16日の東京株式市場では、日経平均が年初来高値を更新してスタートした。日本株には、米国を中心とする先進国

及び世界経済が拡大する局面で相対パフォーマンスが上がりやすいという特徴がある。多くの日本企業が国際展開

し、それら企業の業績が世界経済の影響を受けるためである。なお、世界経済が拡大する時には、様々な電子機器

に使用される銅をはじめ、商品市況が上昇しやすい。同時に、商品市況が上昇する時、豪ドルは上昇しやいという傾

向もある。こうして、日本株が上昇する時、豪ドルが対円で上昇する傾向があるという図式が成立することになる。

一方、中国では15日、1月のＣＰＩ上昇率が前年同月比で＋4.9％になったと発表された。経済発展とともに、人件費の

高騰や食品価格の上昇も続いているが、足元では住宅価格の上昇が問題化しているようだ。このＣＰＩの上昇加速で

あるが、中国だけの問題にとどまらず、多くの新興工業国で深刻化しているのが現実で、特に「人口の爆発」問題も抱

えるアジアでは大きな問題となっている。ちなみに、豪州の輸出相手国先別の構成比（ジェトロ・2009年）は、中国

21.6％、日本19.5％、韓国8.0％、インド7.4％他となっている。人口増加率の面でも経済の面でも発展著しいアジアを

「得意先」としていることは、豪州経済のメリットであり、豪ドル相場の追い風とみることが可能である。

（図1）日本株（日経平均・円）と豪ドル・円相場 (図2）中国CPI（前年同期比・％）と豪ドル・円相場

BloombergデータをもとにＳＢＩ証券が作成。

55

65

75

85

95

105

115

05/2 06/2 07/2 08/2 09/2 10/2 11/2
7,000

9,000

11,000

13,000

15,000

17,000

19,000

豪ドル円（左）
日経平均（右）

55

65

75

85

95

105

115

05/2 06/2 07/2 08/2 09/2 10/2 11/2
-2

0

2

4

6

8

10

豪ドル円（左）
中国CPI（右）


